
１　直轄事業

　（１）　森林環境保全整備事業

総便益 総費用 分析 Ⅰ　必須事項 Ⅱ　優先配慮事項

都道府県 事業実施主体 事業名 （千円） （千円） 結果 1 2 3 4 5 1 有効性 2 効率性 3 事業の実施環境等

Ｂ Ｃ Ｂ／Ｃ (1) (2) (1) (1) (2) (3)

① ② ① ② ③ ④ ⑤

1 北海道 北海道森林管理局 日高南部森林管理署 森林環境保全整備 日高 ひだか 15,657,179 3,241,546 4.83 ○ ○ ○ ○ ○ B A B A A A A B B A A

2 北海道 北海道森林管理局 檜山森林管理署 森林環境保全整備 渡島檜山 おしまひやま 39,862,099 4,254,665 9.37 ○ ○ ○ ○ ○ B A B A A A A B B A A

3 北海道 北海道森林管理局 渡島森林管理署 森林環境保全整備 渡島檜山 おしまひやま 53,650,711 5,677,854 9.45 ○ ○ ○ ○ ○ B A B A A A A B B A A

4 青森県 東北森林管理局 三八上北森林管理署 森林環境保全整備 三八上北 さんぱちかみきた 30,354,029 5,586,277 5.43 ○ ○ ○ ○ ○ A A B A A A B B B A A

5 岩手県 東北森林管理局 三陸中部森林管理署 森林環境保全整備 大槌・気仙川 おおづちけせんがわ 17,929,305 2,371,344 7.56 ○ ○ ○ ○ ○ B A B A A A B B B A A

6 秋田県 東北森林管理局 秋田森林管理署 森林環境保全整備 雄物川 おものがわ 36,130,035 4,062,057 8.89 ○ ○ ○ ○ ○ B A B A A A B B B A A

7 山形県 東北森林管理局 山形森林管理署 森林環境保全整備 最上・村山 もがみむらやま 10,316,495 1,612,816 6.40 ○ ○ ○ ○ ○ B A B A A A B B B A A

8 山形県 東北森林管理局 山形森林管理署最上支署 森林環境保全整備 最上・村山 もがみむらやま 30,443,251 4,057,984 7.50 ○ ○ ○ ○ ○ A A B A A A B B B A A

9 福島県 関東森林管理局 福島森林管理署 森林環境保全整備 阿武隈川 あぶくまがわ 15,708,570 2,649,083 5.93 ○ ○ ○ ○ ○ A A B A A A A B B A A

10 福島県 関東森林管理局 福島森林管理署白河支署 森林環境保全整備 阿武隈川 あぶくまがわ 21,336,950 4,711,433 4.53 ○ ○ ○ ○ ○ B A B A A A A B B A A

11 群馬県 関東森林管理局 群馬森林管理署 森林環境保全整備 西毛 せいもう 16,354,595 3,178,840 5.14 ○ ○ ○ ○ ○ B A B A A A A B A A A

12 長野県 中部森林管理局 北信森林管理署 森林環境保全整備 千曲川下流 ちくまがわかりゅう 12,734,125 1,829,742 6.96 ○ ○ ○ ○ ○ B A B A A A A B B A A

13 岐阜県 中部森林管理局 飛騨森林管理署 森林環境保全整備 宮・庄川 みやしょうかわ 25,776,740 3,329,010 7.74 ○ ○ ○ ○ ○ B A B A A A A B B A A

14 広島県 近畿中国森林管理局 広島北部森林管理署 森林環境保全整備 江の川上流 ごうのかわじょうりゅう 13,791,981 1,726,618 7.99 ○ ○ ○ ○ ○ A A A A A A A A B A A

15 熊本県 九州森林管理局 熊本森林管理署 森林環境保全整備 白川・菊池川 しらかわきくちがわ 10,170,522 1,490,746 6.82 ○ ○ ○ ○ ○ A A B B A B A B B A A

16 大分県 九州森林管理局 大分森林管理署 森林環境保全整備 大分南部 おおいたなんぶ 13,097,066 1,970,434 6.65 ○ ○ ○ ○ ○ A A B A A B A A B A A

17 宮崎県 九州森林管理局 宮崎南部森林管理署 森林環境保全整備 広渡川 ひろとがわ 50,113,398 7,797,996 6.43 ○ ○ ○ ○ ○ A A B A A B A A A A A

18 鹿児島県 九州森林管理局 北薩森林管理署 森林環境保全整備 北薩 ほくさつ 33,032,368 3,728,545 8.86 ○ ○ ○ ○ ○ A A B A A B A A B A A

備考

整
理
番
号

事業実施地区名

チェックリスト

平 成 ２ ２ 年 度 新 規 採 択 に 係 る 事 前 評 価 実 施 地 区 一 覧 表
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２　独立行政法人事業
　　　 水源林造成事業

２　効率性

１ ２ ３ ４ ５ ６ ① ②

1 東北北海道整備局 森林総合研究所 2,558,347 1,147,288 2.23 ○ ○ ○ ○ ○ ○ A A A B -

2 近畿北陸整備局 森林総合研究所 3,673,793 1,427,697 2.57 ○ ○ ○ ○ ○ ○ A A A B -

3 中国四国整備局 森林総合研究所 8,124,787 3,037,721 2.67 ○ ○ ○ ○ ○ ○ A A A B -

4 九州整備局 森林総合研究所 8,053,013 2,391,034 3.37 ○ ○ ○ ○ ○ ○ A A A B c

注１：優先配慮事項のA、B及びCについては、各整備局毎の評価箇所の最低ランクを記載した。

注２：「－」は、該当なしである。

実施地区

チェックリスト

事業実施地区名
事業実施主体

北海道空知郡奈井江町外

Ⅱ　優先配慮事項

Ⅰ　必須事項

福岡県田川郡添田町外

鳥取県西伯郡伯耆町外

分析結果
Ｂ／Ｃ

（１）

石川県七尾市外

総費用
（千円）

Ｃ

（２）

平成２２年度 新規採択に係る事前評価実施地区一覧表

整理番号
総便益

（千円）
Ｂ

１ 有効性

（１） （１）

３　事業の実施環境等
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３　補助事業
　（１）　民有林補助治山事業

2

①②③④⑤①②③
① 188,303
② 900,437
③ 0
④ 0
計 1,088,740
① 0
② 0
③ 0
④ 1,076,280
計 1,076,280
① 310,144
② 6,271,103
③ 0
④ 0
計 6,581,247
① 0
② 22,629
③ 0
④ 5,799,913
計 5,799,913

便益の種類（①水源かん養便益、②山地保全便益、③環境保全便益、④災害防止便益）

平 成 22 年 度 新 規 採 択 に か か る 事 前 評 価 実 施 地 区 一 覧 表

やべむらやべ 905,767 Ａ B ＢＢ40 福岡県 3 水源広域保全 八女市
矢部村
矢部

Ｂ6.79 ○ Ａ Ｂ Ａ A ＢＡ Ａ A Ａ B○○○○

- AＡ - - B B A A- B A A- B1.07 ○○○○○30 和歌山県 2 地すべり防止 新宮市 萬歳
ばんぜ

1,006,414

- B A A○○A B AB B B A A A- B
いわのた
に

936,727 1.16 ○○○

A - A

30 和歌山県 1 復旧治山 新宮市 岩ノ谷

- A A A - -A - - A - -4.47 ○○○○○

(3)(3)

42 長崎県 4 地すべり防止 佐世保市 樽川内 たるかわち 1,298,760

(1)(1)

総費用
　Ｃ
（千円）

分析
結果
Ｂ／Ｃ

チェックリスト

(4) (5)5
1 3

種類 （千円）
備考

Ⅰ　必須事項 Ⅱ　優先配慮事項

1 2 3 4
(2)(1)(2)

県
番
号
都道府県名

番
号

事業名 所在地 箇所名 ふりがな

総 便 益 Ｂ
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平成２２年度　　

３　補助事業

　（２）　森林環境保全整備事業
総 便益　　Ｂ 総費用　Ｃ  分析結果 Ⅰ　必須事項 　　　　　　　　　Ⅱ　　優先配慮事項

　  事業実施地区名      事業実施主体
（千円） （千円）

１ 有効性
２効
率性

３　事業の実施環境等

整理 都道府 種 Ｂ／Ｃ

番号 県名 市町村名 地区名 (1) (2) (1) (1) (2) (3)

類

1 2 3 4 5 6 ① ② ① ② ③ ④ ⑤
① 13,489,336

② 9,705,644

③ 2,485,257

④ 1,114,969

⑤ 407,921

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

計 27,203,127

① 7,576,039

② 5,152,439

③ 1,739,201

④ 848,796

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

計 15,316,475

① 7,685,333

② 6,181,891

③ 1,655,509

④ 487,405

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

計 16,010,138

① 4,219,340

② 2,981,889

③ 939,420

④ 598,630

⑤ 381,847

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

計 9,121,126

【便益の種類】
　総便益の内訳については、便益の種類（①水源かん養便益、②山地保全便益、③環境保全便益、④木材生産等便益、⑤森林整備経費縮減等便益、⑥一般交通便益、⑦森林の総合利用便益、 ⑧災害等軽減便益、
⑨維持管理費縮減便益、⑩山村環境整備便益、⑪その他の便益）を種類の欄に番号を付した上で各便益を記載。
　なお、「⑥一般交通便益」は国土交通省の道路、街路事業と算定手法を共通化している。

Ａ ＡＡ Ｂ Ａ Ａ Ｂ ＣＡ Ａ○ ○ ○ ○ ○ Ｂ

Ａ Ａ

4 北海道 今金町 今金町
イマカネチョウ

今金町等 1,970,339 4.63 ○

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ ＢＡ Ａ○ ○ ○ ○ ○ Ａ

Ａ Ａ

3 北海道 せたな町 せたな町
チョウ

せたな町等 2,771,321 5.78 ○

Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ｃ－ Ａ○ ○ ○ ○ ○ Ａ

Ａ Ａ

2 北海道 厚沢部町 厚沢部町
アッサブチョウ

厚沢部町等 2,641,426 5.80 ○

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ ＢＢ Ａ○ ○ ○ ○ ○ Ａ

新 規 採 択 に 係 る 事 前 評 価 実 施 地 区 一 覧 表

備 考

1 北海道 八雲町 八雲町
ヤクモチョウ

八雲町等 5,080,569 5.35 ○
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平成２２年度　　

３　補助事業

　（２）　森林環境保全整備事業
総 便益　　Ｂ 総費用　Ｃ  分析結果 Ⅰ　必須事項 　　　　　　　　　Ⅱ　　優先配慮事項

　  事業実施地区名      事業実施主体
（千円） （千円）

１ 有効性
２効
率性

３　事業の実施環境等

整理 都道府 種 Ｂ／Ｃ

番号 県名 市町村名 地区名 (1) (2) (1) (1) (2) (3)

類

1 2 3 4 5 6 ① ② ① ② ③ ④ ⑤

新 規 採 択 に 係 る 事 前 評 価 実 施 地 区 一 覧 表

備 考

① 6,091,958

② 4,830,831

③ 1,720,584

④ 636,015

⑤ 187,918

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

計 13,467,306

① 7,633,621

② 6,599,597

③ 1,670,041

④ 546,347

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

計 16,449,606

① 9,940,648

② 10,966,679

③ 2,345,365

④ 1,103,785

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

計 24,356,477

① 3,219,254

② 2,462,676

③ 486,942

④ 1,765,808

⑤ 1,274,037

⑥ 1,303

⑦ 0

⑧ 376,284

⑨ 91,345

⑩ 0

⑪ 0

計 9,677,649

【便益の種類】
　総便益の内訳については、便益の種類（①水源かん養便益、②山地保全便益、③環境保全便益、④木材生産等便益、⑤森林整備経費縮減等便益、⑥一般交通便益、⑦森林の総合利用便益、 ⑧災害等軽減便益、
⑨維持管理費縮減便益、⑩山村環境整備便益、⑪その他の便益）を種類の欄に番号を付した上で各便益を記載。
　なお、「⑥一般交通便益」は国土交通省の道路、街路事業と算定手法を共通化している。

－ Ａ

8 岩手県 陸前高田市陸前
リクゼン

高田
タカタ

市
シ

陸前高田市 2,529,575 3.83 ○

○ Ｂ Ａ Ａ Ａ ＡＡ Ａ Ａ Ｂ4.85 ○ ○ ○ ○ ○7 北海道 紋別市 紋別市
モンベツシ

紋別市等 5,019,988

○ ○ ○ ○ ○ B A C A AA B A A

Ａ Ａ

B A

Ｂ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ－ Ａ○ ○ ○ ○ ○ Ｂ

Ａ Ａ

6 北海道 新ひだか町 新
シン

ひだか町
チョウ

新ひだか町等 2,283,854 7.20 ○

Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ ＢＡ Ａ○ ○ ○ ○ ○ Ｂ5 北海道 平取町 平取町
ビラトリチョウ

平取町等 2,197,152 6.13 ○
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平成２２年度　　

３　補助事業

　（２）　森林環境保全整備事業
総 便益　　Ｂ 総費用　Ｃ  分析結果 Ⅰ　必須事項 　　　　　　　　　Ⅱ　　優先配慮事項

　  事業実施地区名      事業実施主体
（千円） （千円）

１ 有効性
２効
率性

３　事業の実施環境等

整理 都道府 種 Ｂ／Ｃ

番号 県名 市町村名 地区名 (1) (2) (1) (1) (2) (3)

類

1 2 3 4 5 6 ① ② ① ② ③ ④ ⑤

新 規 採 択 に 係 る 事 前 評 価 実 施 地 区 一 覧 表

備 考

① 6,065,120

② 3,124,243

③ 2,166,151

④ 1,031,377

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

計 12,386,891

① 8,738,942

② 887,739

③ 1,913,015

④ 7,597,420

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

計 19,137,116

① 3,441,445

② 2,381,911

③

④ 113,411

⑤ 160,418

⑥ 395

⑦ 443,218

⑧

⑨

⑩

⑪

計 6,540,798

① 1,693,066

② 679,258

③ 16,689

④ 2,901,159

⑤ 74,386

⑥

⑦ 221

⑧ 69,009

⑨

⑩

⑪

計 5,433,788

【便益の種類】
　総便益の内訳については、便益の種類（①水源かん養便益、②山地保全便益、③環境保全便益、④木材生産等便益、⑤森林整備経費縮減等便益、⑥一般交通便益、⑦森林の総合利用便益、 ⑧災害等軽減便益、
⑨維持管理費縮減便益、⑩山村環境整備便益、⑪その他の便益）を種類の欄に番号を付した上で各便益を記載。
　なお、「⑥一般交通便益」は国土交通省の道路、街路事業と算定手法を共通化している。

9 新潟県 村上市 村上
ムラカミ

市
シ

新潟県村上市等 3,771,064

3.86 ○11 長崎県 対馬市 対馬
ツシマ

市
シ

対馬市等 1,692,452 ○ ○ ○ ○ ○ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

12 鹿児島県薩摩川内市薩摩川内市
サツマセンダイシ 薩摩川内市

北森林組合ほか
2,066,753 2.63 ○ ○ ○ ○ ○ ○ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ

10 岐阜県 高山市 高山
タカヤマ

市
シ

岐阜県高山市等 4,764,160 4.02 ○ ○ ○ ○ ○ ○ Ｂ Ａ B Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ

3.28 ○ ○ ○ ○ ○ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ A A Ａ Ａ Ｂ A A
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平成 年度新規採択チェックリスト

（森林環境保全整備事業）

事業名 都道府県名

地区名 計画作成主体 計画期間 ～

Ⅰ 必須事項

項 目 審 査 の 内 容 判 定

１．事業の必要性が 森林の有する多面的機能の発揮や安定的な林業経 □

明確であること 営等の観点から、当該事業が必要であること。

（必要性）

２．技術的可能性が 地形、地質、地利状況等から判断して、当該事業 □

確実であること の実施が技術的に可能であること。

３．事業による効率 費用対効果分析の結果が１．０以上であること。 □

性が十分見込まれ

ること
（効率性）

４．事業の採択要件 事業実施要綱、要領等に規定された地区、事業内 □

を満たしているこ 容、採択基準の要件に適合していること。

と 採択に係る事業の工期が別に定められた「限度工
期」を超えないこと。

５．事業による効果 事業実施主体等の意欲、負担能力から判断して事 □

の発現が図られる 業の実施が確実であり、実施後の効果の発現が図ら

こと れること。

（有効性）

６．「自然と共生す 地域における気候、地形、土壌等の自然条件に応 □

る環境創造型事 じた森林整備等が図られること。

業」であること 景観への配慮が図られること。

注）・評価項目を満たしている場合は、□の中に「 」を記入。また、該当しない項

目については、□の中に「－」を記入。

・項目欄の（ ）には、主として考えられる観点を記述している。
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Ⅱ 優先配慮事項

評 価 項 目

大項目 中項目 小項目 評価指標 判 定 基 準 評価

１有効性 (1)多様な森 ①健全な 多面的機能を Ａ 事業計画区域のⅢ～ⅩⅡ令級の人工林面積

林づくり 森 林 の 発揮する健全な に占める間伐計画面積の割合が３０％以上で

育成 森林の育成 かつ森林の多面的機能を十分に発揮すること

ができる健全な森林を育成する計画となって

いる。

Ｂ 森林の多面的機能を十分に発揮することが

できる健全な森林を育成する計画となってい

る。

Ｃ 上記Ａ、Ｂ以外の計画である。

－ 該当しない。

②効率的 効率的かつ安 Ａ 既設の林道や公道等も活用しつつ、林道と

か つ 安 定的な林業経営 作業道等の路網が適切に計画されていて、森

定 的 な の確立 林整備は路網と適切に連携した計画となって

林 業 経 いる。

営 基 盤 Ｂ 林道と作業道等の路網が適切に計画されて

の整備 いて、森林整備は路網と適切に連携した計画

となっている。

Ｃ 上記Ａ、Ｂ以外の計画である。

－ 該当しない。

(2)山村の活性化 山村の生活基 Ａ 当該計画が、山村地域への定住の促進に寄

盤の向上への寄 与する計画である。

与 Ｂ 当該計画が、山村の生活基盤の向上に寄与

する計画である。

Ｃ 上記Ａ、Ｂ以外の計画である。

－ 該当しない。

２効率性 (1)事業の経済性・効率 事業の経済性 Ａ 事業の経済性・効率性が確保されていると

性 ・効率性の確保 ともに、コストの縮減効果の発現が期待でき

とコスト縮減 る計画である。

Ｂ 事業の経済性・効率性が確保されている計

画である。

Ｃ 上記Ａ、Ｂ以外の計画である。

３事業の (1)自然環境・景観への 自然環境保全 Ａ 地域住民や自然環境・景観に関する協議会

実施環 配慮 機能の発揮 などの意見を取り入れた、自然環境・景観に

境等 配慮した計画である。

Ｂ 上記Ａ以外の自然環境・景観に配慮した計

画である。

(2)地域材の有効利用 地域材利用の Ａ 次のいずれかの項目に該当する。

計画 （ア）地域材を利用した土留工等の設置を

計画している。

（イ）地域材を有効利用した工種・工法の

開発、普及、定着を図る計画である。

Ｂ 上記Ａには該当しないが、地域材を利用し

た計画である。

Ｃ 上記Ａ、Ｂ以外の計画である。

－ 該当しない。
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評 価 項 目

大項目 中項目 小項目 評価指標 判 定 基 準 評価

(3)効果的 ①地域関係 地域関係者の Ａ 地域関係者等からの要望又は同意を得てい

な 事 業 者の理解 同意又は理解 る。

の推進 Ｂ 地域関係者等への説明を了している又は同

意予定となっている。

Ｃ 上記Ａ、Ｂ以外である。

②作業体系 事業実施のた Ａ 高性能林業機械による作業体系が確立して

の整備 めの作業体系の いる。

整備 Ｂ 高性能林業機械による作業体系の確立に向

けて取組がされている。

Ｃ 上記Ａ、Ｂ以外である。

③被害地等 森林災害の発 Ａ 直近３ヵ年以内に事業計画区域内で激甚災

の早期復 生状況 害に指定された森林災害が発生したことがあ

旧 る。

Ｂ 過去に事業計画区域内で森林災害が発生し

たことがある。

Ｃ 事業計画区域内での森林災害は現在まで発

生していない。

④他事業と 他事業との連 Ａ 他事業との連携が図られた計画である。

の連携 携の計画 Ｂ 他事業と連携について調整中である。

Ｃ 上記Ａ、Ｂ以外である。

－ 該当しない。

⑤他計画と 関連する計画 Ａ 市町村の振興計画等との調整が図られてい

の関連 への位置付け る。

Ｂ 市町村の振興計画等と調整中である。

Ｃ 上記Ａ、Ｂ以外である。

－ 該当しない。
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チェックリストの判定基準

（森林環境保全整備事業）

Ⅰ 必須事項

評価の内容 判 定 基 準

１．事業の必要性が明確であること 区域内の森林資源、路網整備の現状及び森林施業の動向からみ
（必要性） て、事業を実施する必要性が認められること。

２．技術的可能性が確実であること 地域内の自然的条件、地域森林計画等に示す指針及び林道規程
等の基準、これまでの施業実績等に照らして、技術的に可能な計

画となっていること。

３．事業による効率性が十分見込ま

れること Ｂ／Ｃ≧１．０であること。

（効率性）

４．事業の採択要件を満たしている 事業実施要綱・要領等に基づく事業内容・規模であり、採択要
こと 件に適合していること。

林道整備にあっては、別に定められた「限度工期」を超えない
こと。

５．事業による効果の発現が図られ 次の全てに該当すること。
ること ・ 事業実施主体、森林所有者等の意欲が高いこと。

（有効性） ・ 関係者の経費負担能力があること。

・ 地区内におけるこれまでの森林整備の実績、施設の利用状況

からみて、当該事業を実施することによって効果の発現が図ら

れること。

６．「自然と共生する環境創造型事 次の事項に該当すること。

業」であること ・ 森林整備にあっては、地形、地質等の自然条件に応じた施業

であることや必要に応じて景観への配慮が図られること。

・ 路網整備等にあっては、①土地の形質の変更を最小限に抑え

るとともに、②必要に応じて野生動植物との共存や景観に配慮

した施設整備が図られること。また、早期緑化等の取り組み、

残土処理場の確保及び保全施設の整備が図られること。
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平成 年度新規採択チェックリスト

（森林環境保全整備事業［国有林］）

流域（森林計画区） 都道府県

森林管理署等 計画期間 ～

Ⅰ 必須事項

項 目 評 価 の 内 容 判 定

１．事業の必要性が 森林の適正な維持管理や効率的な林業経営等の観 □

明確であること 点から、当該事業を必要とすること。

（必要性）

２．技術的可能性が 地形、地質、地利状況等からみて、当該事業の施 □

確実であること 工が技術的に可能であること。

３．事業による効果 費用対効果分析の結果が１．０以上であること。 □

が十分見込まれる

こと

（効率性）

４．管理経営の指針 国有林野の管理経営の指針及び施業の基準に適合 □

に適合しているこ していること。

と

５．「自然と共生す 地域における気候、地形、土壌等の自然条件及び □

る環境創造型事 「水土保全林」「森林と人との共生林」「資源の循

業」であること 環利用林」の区分に応じた森林整備等が図られるこ

と。

景観への配慮が図られること。

注）・評価項目を満たしている場合は、□の中に「 」を記入。また、該当しない項目につ

いては、□の中に「－」を記入。

・項目欄の（ ）には、主として考えられる評価の観点を示している。
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Ⅱ 優先配慮事項

評 価 項 目

大項目 中項目 小項目 評価指標 判 定 基 準 評価

１有効性 (1)多様な森 ①健全な 多面的機能を Ａ 事業計画区域のⅢ～ⅩⅡ令級の人工林面積

林づくり 森 林 の 発揮する健全な に占める間伐計画面積の割合が３０％以上で

育成 森林の育成 かつ森林の多面的機能を十分に発揮すること

ができる健全な森林を育成する計画となって

いる。

Ｂ 森林の多面的機能を十分に発揮することが

できる健全な森林を育成する計画となってい

る。

Ｃ 上記Ａ、Ｂ以外の計画である。

－ 該当しない。

②効率的 効率的かつ安 Ａ 既設の林道や公道等も活用しつつ、林道と

か つ 安 定的な林業経営 作業道等の路網が適切に計画されていて、森

定 的 な の確立 林整備は路網と適切に連携した計画となって

林 業 経 いる。

営 基 盤 Ｂ 林道と作業道等の路網が適切に計画されて

の整備 いて、森林整備は路網と適切に連携した計画

となっている。

Ｃ 上記Ａ、Ｂ以外の計画である。

－ 該当しない。

(2)山村の活性化 山村の生活基 Ａ 当該計画が、山村地域への定住の促進に寄

盤の向上への寄 与する計画である。

与 Ｂ 当該計画が、山村の生活基盤の向上に寄与

する計画である。

Ｃ 上記Ａ、Ｂ以外の計画である。

－ 該当しない。

２効率性 (1)事業の経済性・効率 事業の経済性 Ａ 事業の経済性・効率性が確保されていると

性 ・効率性の確保 ともに、コストの縮減効果の発現が期待でき

とコスト縮減 る計画である。

Ｂ 事業の経済性・効率性が確保されている計

画である。

Ｃ 上記Ａ、Ｂ以外の計画である。

３事業の (1)自然環境・景観への 自然環境保全 Ａ 地域住民や自然環境・景観に関する協議会

実施環 配慮 機能の発揮 などの意見を取り入れた、自然環境・景観に

境等 配慮した計画である。

Ｂ 上記Ａ以外の自然環境・景観に配慮した計

画である。

(2)地域材の有効利用 地域材利用の Ａ 次のいずれかの項目に該当する。

計画 （ア）地域材を利用した土留工等の設置を

計画している。

（イ）地域材を有効利用した工種・工法の

開発、普及、定着を図る計画である。

Ｂ 上記Ａには該当しないが、地域材を利用し

た計画である。

Ｃ 上記Ａ、Ｂ以外の計画である。

－ 該当しない。
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評 価 項 目

大項目 中項目 小項目 評価指標 判 定 基 準 評価

(3)効果的 ①地域関係 地域関係者の Ａ 地域関係者等からの要望又は同意を得てい

な 事 業 者の理解 同意又は理解 る。

の推進 Ｂ 地域関係者等への説明を了している又は同

意予定となっている。

Ｃ 上記Ａ、Ｂ以外である。

②作業体系 事業実施のた Ａ 高性能林業機械による作業体系が確立して

の整備 めの作業体系の いる。

整備 Ｂ 高性能林業機械による作業体系の確立に向

けて取組がされている。

Ｃ 上記Ａ、Ｂ以外である。

③被害地等 森林災害の発 Ａ 直近３ヵ年以内に事業計画区域内で激甚災

の早期復 生状況 害に指定された森林災害が発生したことがあ

旧 る。

Ｂ 過去に事業計画区域内で森林災害が発生し

たことがある。

Ｃ 事業計画区域内での森林災害は現在まで発

生していない。

④他事業と 他事業との連 Ａ 他事業との連携が図られた計画である。

の連携 携の計画 Ｂ 他事業と連携について調整中である。

Ｃ 上記Ａ、Ｂ以外である。

－ 該当しない。

⑤他計画と 関連する計画 Ａ 市町村の振興計画等との調整が図られてい

の関連 への位置付け る。

Ｂ 市町村の振興計画等と調整中である。

Ｃ 上記Ａ、Ｂ以外である。

－ 該当しない。
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チェックリストの判定基準

（森林環境保全整備事業［国有林］）

Ⅰ 必須事項

評価の内容 判 定 基 準

１．事業の必要性が明確であること 区域内の森林資源、路網整備の現状及び森林施業の動向からみ

（必要性） て、事業を実施する必要性が認められること。

２．技術的可能性が確実であること 地域内の自然的条件、国有林の地域別の森林計画等に示す指針

及び林道規程等の基準、これまでの施業実績等に照らして、技術

的に可能な計画となっていること。

３．事業による効果が十分見込まれ Ｂ／Ｃ≧１．０であること。

ること

（効率性）

４．管理経営の指針に適合している 地域管理経営計画及び国有林野施業実施計画に基づいているこ

こと と。

５．「自然と共生する環境創造型事 整備内容ごとに、次の事項に該当すること。

業」であること ・ 森林整備にあっては、３区分ごとの管理経営の考え方に即し

て、地形、地質等の自然条件に応じて適地適木、適期作業が行

われるとともに、必要に応じて景観に配慮した望ましい施業が

計画されていること。

・ 路網整備にあっては、土地の形質の変更を最小限に抑えると

ともに、必要に応じて野生動植物との共存や景観に配慮した施

設が計画されていること。また、早期緑化等の取り組み、残土

処理場の確保及び保全施設の計画がなされていること。
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平成 年度新規採択チェックリスト
（水源林造成事業）

（都道府県名： ）（地区名： ）

Ⅰ 必須事項

項 目 審 査 の 内 容 判 定

１．事業の必要性が 水源を涵養するため急速かつ計画的に森林の造成を図る観点 □

明確であること から、当該事業が必要であること。
（必要性）

２．技術的可能性が 地形、地質、地理状況等からみて当該事業の施工が技術的に □
確実であること 実現可能であること。

３．事業による効果 費用対効果分析の結果が1.0以上であること。 □
が十分見込まれる

こと（効率性）

４．事業の採択要件 独立行政法人森林総合研究所業務方法書及び分収造林事業実 □

を満たしているこ 施要領等に規定された選定基準等に適合していること。
と

５．事業の実施が確 造林地所有者の意欲、造林者としての義務を確実に果たす能 □
実に見込めること 力等があること。

６．「自然と共生す 自然環境の保全・形成や景観への配慮の視点からみて、当事 □
る環境創造型事 業が適当であること。

業」であること

注）評価項目を満たしている場合は、□の中に「レ」を記入。また、該当しない項目について

は、□の中に「－」を記入。
項目欄の（ ）には、主として考えられる観点を記述している。
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Ⅱ 優先配慮事項

評 価 項 目

大項目 中項目 小項目 評価指標 判 定 基 準 評価

１有効性 (1)多様な森 ①健全な 森林の多面的 Ａ ほぼ全ての森林において、針広混交林化等

林づくり 森 林 の 機能の発揮 の取り組みがなされ、かつ、水源のかん養、

育成 山地災害の防止等の公益的機能の発揮に配慮

した計画となっている。

Ｂ 上記Ａ以外の計画である。

②自然的 計画の自然条 Ａ 計画の内容は、地域森林計画、市町村森林

条 件 に 件への適合性 整備計画の標準的な方法、時期等を踏まえた

適合 計画となっている。

Ｂ 上記Ａ以外の計画である。

２効率性 (1)事業の経済性・効率 効率的、効果 Ａ 適切な手法・工法が確保されているととも

性 的な計画の確保 にコスト縮減効果の発現が期待できる計画で

とコスト縮減 ある。

Ｂ 適切な手法・工法が確保されている計画で

ある。

Ｃ 上記Ａ、Ｂ以外の計画である。

３事業の (1)自然環境・景観への 自然環境保全 Ａ 自然環境・景観の保全が求められる地域等

実施環 配慮 機能の発揮 であって、自然環境等に対する配慮がなされ

境等 ている計画である。

Ｂ 上記Ａには該当しないが、自然環境・景観

に配慮がなされている計画である。

Ｃ 上記Ａ、Ｂ以外の計画である。

(2)効果的な事業の推進 他事業との連 Ａ 他事業との連携が図られた計画となってい

携の計画性 る。

Ｂ 他事業との連携について調整中である。

Ｃ 上記Ａ、Ｂ以外である。

－ 該当しない。
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チェックリストの判定基準
（水源林造成事業）

Ⅰ 必須事項

項 目 判 定 基 準

１．事業の必要性が明確であること 水源かん養機能が低下している土地で造林を実施して、
（必要性） 急速に効果を発現させる必要があること。

２．技術的可能性が確実であること 契約予定地の自然条件、地域森林計画等に示す指針及び
これまでの事業実績等に照らし、技術的に可能であること。

３．事業の効率性が十分見込まれる Ｂ／Ｃ≧１．０

こと（効率性）

４．事業の採択要件を満たしている 次の全てに該当すること。
こと ・ 1～３号の保安林若しくは同予定地であること。

・ 契約予定地の林況が無立木地・散生地・粗悪林相地等
であること。

・ 権利関係が明確であって立木の担保ができること。

一団地の面積が5ha以上であること（併轄管理ができる数
個の団地は一団地とみなす）。

・ 国土保全上の見地から治山事業の実施によることを適
当とする土地でないこと。

・ 次のいずれかの箇所に該当すること。

（ア）２以上の都府県にわたる流域等の重要な流域
（イ）ダム等の上流域等

５．事業の実施が確実に見込めるこ 造林地所有者の意欲が高いこと、造林義務者の労務構成
と 及び林業技術が事業を行う上で十分であること。

６．「自然と共生する環境創造型事 地域における気候，地形，土壌等の自然条件に応じた森

業」であること 林整備等であることや必要に応じて景観への配慮がなされ
ていること。
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